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【実務家研究ノート】事前予防的 （プロアクティブ） な少年非行対策
～多機関連携のハードルを乗り越える～
出原
 基成
警察庁長官官房調査官
我が国における少年非行対策の将来を見据える形で「多機関連携」を取り上げ
た渥美東洋先生の情熱あふれる学術論文
（一）
に出会った時の感激は今なお鮮明に想
い起こされる。京都府警察本部生活安全企画課、警察庁少年課等の勤務を通じて「地域社会と犯罪防止」 、 「少年を犯罪の加害者にも被害者にもさせないための地域社会が一体となった取組」というテーマに実務面から直接関わってきたほか、三重、沖縄両県の警察本部警務部勤務を通じて間接的とはいえ、少年警察部門で職務遂行する職員、とりわけ、少年サポートセンターで活躍、奮闘する少年補導職員らの多機関連携 よりしやすくなるような環境整備を意識し 警察を管理する公安委員会への実情報告等 機会を設け、人材育成、広報相談業務の切り口から支援したりするなどの行動をしてきた。限られた経験ながらも、示唆に富む先行調査研究等を踏まえ、事前予防的な非行少年等の立ち直り支援を中心に多機関連携の実を得 ために乗り越えていかねばならないハードルと見受け れる事柄を整理し、若干の課題等 ついて素描してみたい。（一）渥美東洋「少年非行 管理システム―共同体の再生を念頭に置 て―」警察学論集第
五八巻第一〇～一二号 （平成一七年） 、 渥美東洋 「他機関連携アプローチの基本的考え方」警察学論集 五九巻第一一号（平成一八年） 、 少年非行の予防・多機関連携による日本の平穏の維持」警察学論集第六五巻第一二号（平成二四年） 、 渥美東洋「犯罪 ・非行の予防と減少の努力
　
多機関パートナーシップ」警察学論集第六二巻第一一号～第
六三巻第一号（平成二四～二五年）等
一
　
近年における多機関連携による少年非行対応の進展
（一）政府（国）における少年非行対策
刑法犯少年の検挙人員が減少傾向にあるものの、少年による社会の耳目を集め
る重大な事件の発生が後を絶たず、また、児童虐待事件や児童買春事件等、児童が被害者と る事件が多発するなど厳しい情勢にあるというのが、初めて「青少年育成施策大綱」が策定（平成一五年一二月）されて以降、 数年間の情勢認識
（二）
であった。
このような情勢を踏まえ、政府としては、少年非行対策の推進について密接な
連絡、情報交換、協議等を行うために、青少年育成推進本部（現子ども・若者育成推進本部）に少 非行対 課長会議
（三）
が設置され、 関係省庁が連携の上、 少年
非行対策の充実強化を図ってきた。平成一六年九月には、 「関係機関等の連携による少年サポート体制の構築について
（四）
」が同会議において申し合わされ、 地方
（二） 『青 白書』 、 『子ども・若者白書』参照。（三）会議構成員は、内閣官房内閣参事官、警察庁生活安全局少 課長、法務省刑事局刑事
課長、同矯正局少年矯正課長、同保護局更生保護振興課長、文部科学省初等中等教育局児童生徒課長、同スポーツ・青少年局青少年課長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長で、内閣府政策統括官付参事官（青少年環境整備担当）が議長を務める。なお、最高裁判所事務総局家庭局第一 がオブザーバー参加。
詳しくは、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/kacho/kaisai.htm
l 参照。
（四）非行少年等に対して、 予兆の把握、 深刻化する前の段階での対応等を可能とするため
の少年サポート体制の在り方に関する基本的な考え方をまとめたもの。主な項目のみ次に記す。
　
１．日常的な連携の推進
　
２．サポートチームによる連携
　　
（１）サポートチームの形成
　　
（２）サポートチームの活動
　　
（３）日常的な連携へのフィードバック
　
３．秘密保持の徹底と個人情報保護へ 配慮
　
４．サポートチームによる連携の推進ための研修等の充実
詳しくは、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/kacho/20040910/0910.htm
l 参照。
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公共団体への周知など、取組の一層の普及促進が図られた。
そして、平成一八年六月には、 「子ども安全・安心加速化プラン～非行や犯罪
被害から子どもたちを守るために～」
（五）
が子どもを非行や犯罪被害から守るため
の対策に関する関係省庁プロジェクトチームによって取りまとめ 、犯罪対策閣僚会議と青少年育成推進本部合同会議 おいて了承されている。
新たな「青少年育成施策大綱」の策定（平成二〇年一二月）後も、ニートやひ
きこもりなど若者の自立をめぐる問題 深刻化や 児童虐待、いじめ、少年による重大事件、有害情報 氾濫など、子どもや若者を ぐる状況は大変厳し 状況にあった。そこで、関連分野 おけ 知見を総合した諸課題への対応が強く求められ、平成二一年七月 子ども・若者育成支援推進法が可決・成立し、翌年四月から施行されている。 の法律に基づく大綱が「 ・ 若者ビジョン」であり、その施策の実施状況については 有識 からなる ・ 若者育成支援推進点検 ・評価会議
（六）
が開催されて点検 ・ 評価が行われている。非行 ・ 犯罪に陥った子ども ・
若者の支援等の取組に限らず、総合相談窓口、子ども・若者 地域協議会
（七）
、
（五）少年による社 を震撼させる重大事件が発生し、 他方で が犯罪に巻き込まれる
悲惨な事件も後を絶たなかったため、平成一八年五月に開催された青少年育成推進本部副本部長会議における議論を踏まえ、関係府省等において検討を行い、子どもを非行や犯罪被害から守るため、今後特に強化・加速していく対策を取りまとめたもの。
詳しくは、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/w
hitepaper/h19hopenhtm
l/htm
l/07yh_rf07.htm
l 参
照。
（六）本会議では、 平成二六年度以降に想定される新たな大綱の検討に資することを目的と
し、平成二五年一一月から、現在の子ども ・ 若者育成支援推進大綱「子ども ・ 若者ビジョン」の総点検を開始しており、関係府省からの資料提供・ヒアリングや構成員からのプレゼ テーションにより、現大綱の策定後 現在までの取組、進捗に る評価、課題、今後の方向性などについて審議されている。
開催状況等については、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/hyouka/index.htm
l 参照。
（七）子ども・若者育成支援推進法第一九条に規定された若者・子ども支援 ための地域協
議会で、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせ ことにより、その効果的かつ円滑な実施を図るため、地 公共団体が単独で又は共同して、関係機関等により構成される。
本協議会の設置・運営指針については、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/pdf/law
_s1.pdf 参照。
育成支援のための計画が各施策推進の鍵となっており、とりわけ、多機関連携がいかにうまくできるかが、最重要課題となっている。（二）地方公共団体における取組例
都道府県内の自治体における多機関連携による少年非行対策の取組例として
は、 「地域社会における新たな少年非行対応ネットワーク 構築の可能性」についてのシンポジウム（平成一九年一二月開催）で取り上げられた東京都杉並区における取組例
（八）
をはじめ、北海道（札幌市） 、神奈川県（横浜市） 、福岡県（北九
州市）の先駆的な事例が先行調査研究
（九）
で取り上げられている。また、 県内一六
箇所ある少年補導センター（市町が設置）のうち、九箇所に多機関等連携による非行少年等立ち直り支援セ ター「あすくる」機能を持たせ、事業を継続実施している滋賀県
（一〇）
、 少年補導センター（子ども支援センター）を活用した三部局連
携による少年非行事案へ 対処をしている島根県等の事例が内閣府の「少年非行事例等 関す 調査研究報告書
（一一）
」 で紹介されている。最近では京都府のユース
（八） 「地域社会におけ 新たな少年非行対応ネットワークの構築の可能性―杉並区の取り
組みを中心に―」渡辺巧（早稲田大学社会安全政策研究所客員教授）警察学論集
　
第六
一巻第八号
（九）早稲田大学社会安全政策研究所（石川正興編著） 『子どもを犯罪から守るための多
関連携の現状と課題』 、警察政策学会・警察政策研究センター
 「多機関連携による犯罪
予防～少年非行対策 として」警察学論集第六一巻第五号（平成二〇年）等
（一〇） 内閣府 「子ども ・ 若者支援地域協議会運営方策に関する検討会議」 （平成二二年七月
における紹介事例。
詳しくは、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/shien/pdf/shiga.pdf 参照。
（一一）少年非行の原因 ・ 背景として考えられる事項を踏まえた上で、これに する現行
の少年非行対策の整理・集約と分析・検討を実施するとともに、新たな対策や改善すべき対策等について議論し、併せて、少年非行事案への対処事例の提示を行うもの（初年度は平成一七年度） 。本調査研究の企画及び実施、さらには報告書作成のため、少年非行に関係する各方面の学識経験者と 係省庁職員を構成員 企画分析会議が開催された。
詳しくは、
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/hikou/kenkyu/index_pdf.htm
l 参照。
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アシストや広島県のサポートチームが多機関連携による非行少年の立ち直り支援例として平成二六年版『子ども・若者白書』に取り上げられている。二
　
少年非行対策や地域社会の平穏に資する多機関連携の課題
近年、多機関連携による少年非行対応に関する数多くの調査研究がなされてお
り、連携課題についても貴重な知見が提供されている。また、平成一九年一月には、総務省行政管理局による少年の非行対策に関する政策評価書
（一二）
も公表され
ており 「サポートチーム 連携」も評価対象施策群の一つとなっている。さらに、前述の子ども・若者育成支援推進点検・評価会議にお て、子ども・若者育成支援推進大綱の総点検にかかるこれまで 議論の整理がなされ いる
（一三）
ところである。（一）これまでに指摘されてきた主な課題
これまでの先行調査研究の中から、試行錯誤しながらも現場での多機関連携が
進展する過程で指摘されてきた課題について幾つか紹介す 。これら 中には、制度・運用面等で既に改善や工夫がなされて るものも含まれてい 。（一二） 「サポートチームによる連携」は、総務省による実務者アンケート調査、調査対象
都道府県における取組事例の実地調査はできたものの、効果を表す指標を設定できず、施策群全体としての効果を定量的に把握・分析することができなかったとされている。なお、当該評価において対象とされた政策は、 「青少年育成施策大綱」 （平成一五年一二月九日青少年育成推進本部決定）等で総合的かつ効果的に取り組むこととされている国の行政機関の政策である少年 非行対策 ある。
詳しくは、
w
w
w
.soum
u.go.jp/m
ain_content/00025662.pdf 参照。
（一三） （五）及び子ども・若者育成支援推進点検・評価会議（第 一回）会議におけ 配
付資料一
w
w
w
8.cao.go.jp/youth/suisin/hyouka/k_11/pdf/s1.pdf （二四～二六頁）参照。
  【
 文部科学省によるサポートチーム等地域支援システムづくり推進事業で見えてきた課題
（一四）
（平成一四年度） 】
□
　
依然として存する学校の「抱え込み」の問題
□
　
チーム構成員間の情報共有 問題（プライバシー、守秘義務との関係）
□
　
各関係機関間の情報共有の問題
□
　
関係機 の積極的な参加を得 上で 困難 例：事業の趣旨の不徹底、意
識の齟齬、児童相談所等の多忙さ、司法機関である家庭裁判所の立場）
□
　
チーム対応の採否について 判断基準、役割分担の不明確さ
□
　
指導員をめぐる問題（例：位置づけ・権限 あいまいさ、勤務形態、保険
など）
□
　
非協力的な（聞く耳を持たない）保護者への対処のあり方
□
　
ボランティア組織との関係をめぐる問題（例：青少年健全育成協議会 保
護司会、民生・児童委員）
  【
 厚生労働省による児童虐待防止を目的とする市町村域でのネットワークの設置状況調査で見えてきたサポートチーム運営上の課題等（平成一六年六月） 】□
　
チーム会議の参加者が他機関の業務について理解していないがために、他
機関に多大な期待を持って出席していることが多い。
□
　
会議を開催し、対策を検討するものの、その後の対応に各機関が積極的に
関わることが少なく、早期対応が図られないものがある。
□
　
会議が単なる情報交換の場にとどまってしまい 具体的な方策まで立 ら
れないことがあったり、他機関批判に終始してしまったりすることもある。
□
　
学校は、自力で解決したいという反面、一度ヘルプ 手を挙げると依存的
になる傾向が見られる。
□
　
活動上の困難点としては、 効果的な運営方法が分からない、 スパーバイザー
（一四） 「少年サポートチームの現状と課題―非行少年の心のサインが聞けるチーム作りへ
―」矢作由美子（文教大学付属教育研究所客員研究員）
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がいない、効果的な支援のための役割分担ができない、具体的な支援策が分からな 、個人情報保護により情報が共有できない、組織・職種によって虐待に対する認識の違いがある等。
  【
 神奈川県教育センターによる多職種協働チームの行動連携による問題解決に関する研究
（一五）
で見えてきた課題等（平成一九年三月） 】
□
　
個人情報の取り扱いについて多職種協働チームによる活動において、個人情報をどのように取り扱うか
については、 国、 県、 各市町村の関係する法令や条例 について各ネットワークシステム内において学習し、その内容について共通理解しておく必要 ある。
□
　
多職種協働チーム内でのコミュニケーションについて（情報の把握、共有
における視点のずれや偏り）
行動連携を考える前に、改めて情報連携 在 方を見直す必要がある。根
本的な問題として、機関同士がお互いの組織の特徴や役割・職務などを十分理解し合っていない。次に、そ ぞれの専門性は高度なものであるが、それ故、 専門的な視点で協議に臨んでいる現実がある。アセスメントについても、それぞれの専門性に基づいたもの なり、 「専門用語」で語られることがよくあるという。客観 判断の際に活用されることが多い心理検査なども、その解釈や活用の方法等をある程度熟知していないと本当の意味 活用されにくいこともあるが 現状を見る限りにおいて、実際の協議 場面で こうした心理アセスメントに偏る傾向が見られる。しかし 多職種協働チームにおいては、個人 心理特性のみならず、養育や家庭、地域などを多面的にアセスメントすることが重要であり むしろ 子どもを取り巻く周囲 人々や地域の状況を考慮した教育的アセスメントや社会的アセスメントの方が共通
（一五）
 「子どものニーズの解決に向けた他職種協働チームの行動連携の在り方」神奈川県
立総合教育センター（平成一九年三月）
詳しくは、
kid.edu-ctr.pref.kanagaw
a.jp/h18kenkyu/pdf/T
asyokusyu.pdf 参照。
の土台で話がしやすい。
それぞれの分野・立場の「専門家」として、それぞれの立場を主張しなが
らニーズを抱える子どもの必要としている支援に向けて調整していけるチームが望まれるが、 そのためには、 「専門家」同士が「共通語」で話せ、 理解（支援の方向性を共有）でき ツールとして 共通フォーマット」
（一六）
が必要であ
る。
□
　
ネットワークの構造の在り方について（多重化と多層化）一つの部局において類似した複数のネットワークシステムが存在 たり、
他の部局のネットワークシステムとほぼ同内容の が存在 たりしている状況も否めない。これらは、相互の関係性を意識せず、独立して存在しているため、それぞれ 場所で同様の取組 繰り返すことになり、各機関の負担感は募ることになる。
質的に同内容のネットワークが複数存在するのであれば、それは整理され
るべきであるが、ただ各ネットワークシステムを比較検討し、 ものを分類 ・ 整理することは現実的ではない 多職種協働チーム内の円滑なコミュニケーションによる行動連携 問題解決 積み重ねがネットワ クの整理につながることを期待す 。
各ネットワークの困難点 ・ 課題点を見てみると、 支援事例に関するスーパー
バイズ機能やネットワークシステムそのものを支える役割が欠けている。そこで、いくつかの機関が同列に参加 仕組みを作るだけではなく、システム全体を把握する「代表者会議」 、個別ケース検討会議で議題となった点の更なる検討 行う「実務者会議」 、実際に個別の支援に関わ 「個別ケース検討会議」のような「多層性」を持つネットワークシ テムが望ましい。
さらに、ネットワークシステム間をつなぐようなネットワークシステム全
（一六） （一五）二二～三六頁に「ニーズを抱えている子どもの問題解決のためのアセスメ
ントチェックリスト」及び「支援のための行動連携シート」活用ガイド（試案）が取りまとめられている。
詳しくは、
kid.edu-ctr.pref.kanagaw
a.jp/h18kenkyu/pdf/T
asyokusyu.pdf 参照。
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体に「多層性」を持たせることも、現状を見れば有効と思われる。
  【
 警察（少年サポートセンター）を起点とした多機関連携状況に関する調査
（一七）
で見えてきた課題等（平成二二年四月～平成二四年二月） 】□
　
一部の地域、一部の関係者を除けば、関係機関の間でスムーズな連携が常
になされているわけではない。 行政機関の性格 （それぞれの機関が法令によって異なった任務が与えられ、その任務の達成に最大の成果をあげること 求められる存在であるということ）から生ずる本来的な連携の困難性が背景にある。特に、警察の場合には、犯罪捜査など、他機関からは容易に分からない活動を展開し 大きく異なる特性を有して ることから、他の機関相互の場合以上に、相互理解と連携が困難な状態
（一八）
にある。
□
　
連携のための仕組みは、 実際に行動する個々の職員が努力を重ねることで、
はじめてその機能が維持さ ものとの認識を持つべき。
□
　
各地域で、組織の構成自体も異なり、連携状況にも極めて大きな差違が存
在する。行政機関同士の連携に関し は、日常的に展開されているところがある一方で、ほとんど接触がないままに法的 権限行使の一方的な発動要請が行われるだけというところもある。しかも、他の地域での状況がほ んど知られていない。
□
　
警察を含めた連携関係が進ん いない地域も多い背景には 警察が刑事事
件として一方的・一面的な処理をする機関で と学校関係者や保護者 思われている （健全育成を目的とした活動を行う存在であると思われていない）
（一七） 田村正博 「警察 （少年サポートセンター） を起点とした他機関連携の仕組みの分析 ・
提言」 （九）の第一部「子どもを犯罪から守るための多機関連携の仕組みの分析・提言」第四章
（一八）この状況を踏まえ、 警察組織及びその行動特性を明らかにする ともに、 主に警察
と他機関との相互理解の進展に役立つ施策を明快に紹介した研究報告として、田村正博「警察の組織と行動の特性と他機関連携のための施策について」早稲田教育評論第二六巻第一号があげられる。
ことや関係機関の職員に警察と実際に連携ができることを知られておらず、警察について連携が可能な対象であると思われていないことがある。これに対し、警察の側では、相手方機関におけ 問題点を述べることがあるが、自らの側の問題点についての自己反省はほとんどなされていない。
□
　
警察は、犯罪捜査という特異な行政を担っていることから、他の行政機関
とは異なる組織特性を有して る。ど ような行政機関の間でも、他の機関の置かれてい 状況（法的 措置可能な範囲の限界、権限行使をする際に考慮しなければならないことや組織 し 抱えている困難性、優先順位）について十分に理解をすることは容易でないが、警察と他機関との場合には、相互理解には一層の困難があ 。 ため、警察の場合、 間でインターフェースと て機能し得 存在を設けること 重要 意味を持つ。
□
　
警察の少年サポートセンターは、基本的に非警察的で、他機関にとって連
絡が取り易い対象であり、他 関とのインターフェース て機能し得 存在である（少なくともそうなる潜在的な能力をもってい ） 。そ ための基礎的な条件は、他機関連携を含んだ立ち直り支援 明確な任務 すること継続的に外に出て行動可能な専門性あ 職員（少年補導職員）が配置されいること、警察の執行部門である警察署 の連絡体制 とられていることである。
（二）子ども・若者育成支援推進点検・評価会議における議論
子ども・若者育成支援推進法に基づく大綱「子ども・若者ビジョン」の各柱立
てに係る意見交換により浮き彫りとなった、横断的な事項に係る課題と今後の方向性のうち、 「非行・犯罪に陥った子ども・若者の支援等」該当部分を引用する。  【多機関連携や様々な社会資源の更なる活用】
□
　
非行少年は多様であり、非行性の進み具合や背景にある問題性に応じた応
答性のある支援を行うことが重要。例えば、 家庭的 ・ 資質的に大きなハンディキャップを持つ場合には福祉的な対応が、思春期に一過性のあるタイプの場
79実務家研究ノート
合には地域や学校におけるセーフティネット・居場所づくりが必要。
□
　
地域若者サポートステーションでは、学校連携推進事業として、中退リス
クの高い若者を継続的に支援していくという取組を進めている。これは非行の予防 観点からもぜひ推進していく必要。
□
　
子どもや若者をサポートする組織、施設、相談機関を総合するような体制
を充実させることがあっていい。例えば、警察は少年サポートセンターで非行少年の対応をしており、厚生労働省は地域若者サポートス ショ で就労支援をしている。
□
　
民間人の活用など国選付添人制度の充実や家庭裁判所における試験観察の
充実を期待する。
  【
 「非行少年支援」における「要保護児童対策地域協議会」と「子ども・若者支援地域協議会」の連携の有用性】□
　
要保護児童対策地域協議会は非行少年も対象にしており、 その活用が必要。
構成員には守秘義務が課せられ、プライバシーに関わる問題も話し合うことが可能。また、児童福祉法では一八歳未満が対象であり、それ以降の支援を途切れさせないことが必要。
□
　
非行は、虐待の問題とは切り離して考えることはできない。非行を起こす
子どもが一八歳未満であれば 相談所が家族の対応もするが、一八歳を超えてしまうとどのような機関が子どもや家族のケアをしていくのかが見えてこない。
□
　
法に基づく子ども・若者支援地域協議会の構成員にも守秘義務がかけられ
ており、プライバシーの問題に対応できる。
□
　
要保護児童対策地域協議会で対象としている子どもの年齢が上がってきた
ら子ども・若者支援地域協議会に繋いでいく ど、両協議会の連携を図るべき。
  【少年院・児童自立支援施設と外部機関との更なる連携】
□
　
少年院は教育的な場所であり、生活指導、運動、教科教育、職業指導など
が一生懸命に取り組まれている。少年院で行われている様々な支援活動を一層知らせることと、外部との連携を充実させることが必要。
□
　
少年院など施設に在所している間に就労の見込みを立てることが難しい。
早期から積極的に就労支援の働き掛けを行い、関係機関・団体と連携して、出所後に就労を継続できるような指導・助言を充実させていく。
□
　
児童自立支援施設では、虐待経験のある子どもや発達障害・後遺障害を持
つ子どもなど特別なケアが必要なケースが増加。専門的機能の充実、年長児童への対応、学校教育の実施、相談、通所、アフターケア機能を充実すとが必要。
□
　
児童自立支援施設は地域社会の中で孤立しがち。内部での専門職配置も重
要だが、外部から 様々なサポートを確保していく必要。
□
　
少年院と が交流し、互いの良いところを参考とすること
が必要。また、アフターケアやショートステイのための施設など 少年院と児童自立支援施設以外の形態に いて 検討されるとよい。
□
　
少年院などの退所後の子ども・若者をできるだけ多くの機関・団体による
ネットワークで支援する必要。自立支援は再非行防止に直結する。
  【非行少年の背景要因の複雑さ】
□
　
非行少年は、虐待、貧困、低学力、発達障害、学校不適応、不就労といっ
た問題を複合的に抱えている。特に、虐待や家庭における愛着の問題は切っても切れないところ ある。
□
　
非行に至るプロセスとして、 学業のつまづきや学校生活への不適応があ 。
特別支援教育的な対応を子どもとその家族に包括的に行えるとよい。
□
　
少年法は少年の健全な育成を期 刑罰よりも保護処分を優先しており、非
行減少効果のみならず、責任の自覚や順法精神の向上などの健全育成面での効果も検証すべき。また、厳罰化により少年 が持つ健全育成 理念を希薄
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化させないようにすべき。非行の原因を少年のみに押し付けてしまうと、家庭、学校、地域社会などの持つ問題から目 背けさせてしまう。
  【子ども・若者の視点に立った支援の充実】
□
　
支援の対象を保護者だけでなくきょうだいを含めた家族総体に広げていか
ないと、子どもたちだけをピンポイントに政策を考えていっても、十分な施策とはならない。
□
　
非行少年にはロールモデルが必要であり、非行から立ち直った当事者など
による立ち直り支援を充実させるべき。
□
　
サービス産業が雇用先として多くなっている中 対人スキルなどに問題
を抱えた者が多いこ から、現状の就労の在り方にあわせた支援を検討してほしい。
  【その他の留意事項】
□
　
保護処分の有効性は高く評価されるべき。リスクアセスメント・ツールの
精緻化や充実化、非行種別のツールの開発などを期待。
□
　
性非行について、薬物乱用と同様に、取り出して考えていく必要。
□
　
薬物乱用について行政が研修などにより一層学ぶ必要
（三）その他の課題
基礎自治体圏域の関係機関実務者に対する聞き取りからの「気づき」は次のと
おり。
□
　
少年の居場所づくりに関し、建物の構造上 非行少年 不登校 ひきこも
りの少年を一緒にすることに関し、現場では強い抵抗感を抱いているのが実情である。例えば、適応指導教室を非行系少年の居場所のように活用す ことは望ましくないと考えられており、近接施設があってもいわゆる非行系の少年の対応はうまくできないことが残念ながら多いようである。特に、子ども・若者総合相談センター 設ける場合にも センター機能や総合相談窓口
の物理的な環境設計に関しても、 同様の議論がなされている例が現実にある。
粗暴な非行少年等が周囲に悪影響を及ぼしかねないというイメージだけ
で、せっかくの相談の間口を狭めてしまい、結果として、真に支援を要する困難を抱えた少年や保護者への支援が置き去りにされて まうことも懸念される。これについては、児童自立支援施設等にノウハウがあると思料されることから、そ らを多機関連携のコーディネータとなる教育・青少年行政等の担当官研修に盛り込むなど、関係機関が相互理解を深め 共通 目的意識を持って連携し、少年の状況に応じた総合的な ができる環境を整え いくことも必要ではないか。さ に、必要な配慮 上、地域社会が児童自立支援施設の実情を正しく認識する必要もあるのでは いか。
□
　
子ども・若者育成支援推進法ができて以来、若者の対象年齢の上限が三九
歳と位置づけられるようになってきている。この枠組みとなり、切れ目のない支援の対象拡大によ メリット 当然あ と考 るが 支援 ため 人的体制（組織基盤）が従前とほとんど変わらないままであれば 対象 若者にシフトしてしまうこともあり、過渡期的 どうかは今後 話と るが、結果的として非行少年等への対応が手薄になって まっている支援センターもあるというのが現場の実態と 声 聞かれる。
少年を含む関係者の信頼を得る事例の積み重ねとともに、適切な評価シス
テムによって、地域一 となった取組や多機関連携に功労のあった組織・個人の賞揚、特定の機関や個人に集中する業務負担の軽減、より効率的に必要な支援が行われるような運用の改善 ・ 見直し等に関するきめ細やかな対応が、問題解決に必要な機能を有する関係機関の積極的な参集によ 効果的なサポートチーム形成に資す と思われる。
□
　
地域社会の平穏確保の視点からも、多機関連携に地域コミュニティの潜在
的な力を糾合していく意識 ついては、 機 よってかなりの温度差が 。地域住民や事業者の納得、支持 基づく協力や参加を得るため 地域社会への情報発信にも配意していくこと 大切となるであろう。 係機関の手が届きにくいところ どに、地域コミュニティの人的資源（青少年・スポーツ・
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教育・福祉・保健・医療・環境・防犯・矯正・更生保護等のボランティア）や学校、公民館等の地域コミュニティの核となる物的資源の持つ潜在力が活かされることにより、少年非行対策とともに地域社会の安寧
（一九）
に対する貢
献が大いに期待できる。
さらには、少年を犯罪の加害者にも被害者にもさせない、地域で守り育て
る様々な計画の立案や活動のプロセスそのものが、地域社会の平穏や魅力的なコミュニティ再創造 繋がる取組としての意味を持つ。こ こ にもっと思いを致す必要がある。 ずれにしても地域における多機関連携 は住民の理解と協力が一層必要となってい 。
三
　
今後の更なる連携強化に向けて
（一）連携促進の意義
山上憶良の「子等を思ふ歌」を冒頭に引用した「二一世紀出雲市青少年ネット
ワーク条例（平成一八年三月施行） 」の前文後半には、 「行政としても、従来の縦割りの問題解決型の青少年対策に加え、地域社会挙げて青少年育成にかかわる多様な組織・人脈を有機的に結合・連携した地域を横断するネットワークを形成し、（一九）非行や不良行為、 いじめや犯罪被害等の問題を抱える少年又は問題を抱える少年が
多数在籍する学校等に対し、関係機関・団体、各種ボランティア、地域関係者等が一体となって継続的な立ち直り支援を行い、少年の健全育成や学校の秩序回復を目的として少年サポートチーム活動を実施している関東エリアの県において、次のような事例が報告されている。「学校内において、男子生徒数名が中心となり、授業離脱や妨害、学校施設に対する器物損壊等の問題行動が繰り返されていたことから、学校から 相談受理を契機に、少年サポートセンターがコ ディネータ役 担い、学校関係者、ＰＴＡ、児童相談所、区役所、保護司、民生委員、少年指導員、警察署等で構成されるサポートチームを立ち上げ、あいさつ運動や校内巡回等の活動を継続的に実施したところ 学校内での問題行動が大幅に減少、生徒や保護者の不安解消、地域関係者 よる自主的な活動 継続等の効果 見られた。そして サポートチーム活動を通じて地域の絆が強化され 地域全体で子どもを 守る機運が醸成されるという副次的効果も極めて大きいものがあった。 」
より具体的・効果的に進めていくべきときに立ち至っている。 」との多機関連携を象徴するような下りがある。
また、子ども・若者育成支援推進法に基づく大綱「子ども・若者ビジョン」の
「五つの理念」の一つに掲げられた「子ども・若者一人一人の状況に応じた総合的な支援を、 社会全体で重層的に実施」には、 「子ども ・ 若者が持つ能力や可能性、あるいは抱えている困難の程度は一人一人異なります。また、様々な分野にわたる支援を組み合わせることが必要な場合や、一つの分野の中でも官民の様々な団体や個人が支援を行う必要があることから、社会全体で 、主体の壁を越えて互いに連携、協力し、必要な財源を確保し がら一人 人 置かれた状況 発達段階、性別等に応じて抱えている問題が異な ことにも配慮しつつきめ細やかな支援を行っていく必要 あります。また、このよう 連携・協力を通じて 支え合いのネットワークから誰一人とし 排除されることの い「 を包摂る社会」 実現を目指すとともに、すべ の子ども・若者が確かな 生活 始めることができるよう支援していきます。 」との基本的な方針が明示されてい
そして、 「三つの重点課題」の一つである「困難を有する子ども・若者やその
家族を支援す 取組 には、 「非行や犯罪に陥った子ども・若者については、その抱える困難に配慮し、社会の一員として立ち直るこ ができ よう 支援 ます。子ども・若者本人だけでなく、家族に対 る支援も行 」との方針が示されている。
同じく「子ども・若者ビジョン」には「家庭や地域における養育能力の低下が
指摘されている中、 （中略）必要な経費は子ども・若者自身の幸せのためだけでなく、 「未来への投資」 「社会への投資」と位置づけて施策を推進していきたいと考えています。 」と、施策コストに係る状況認識が示されている。
さらに、平成二四年七月、犯罪対策閣僚会議によって策定された「再犯防止に
向けた総合対策」においては、再犯者率の高さ等 着目 た少年・若年 に焦点を当てた施策が重点の一つとされている。これは、多機関連携による少年非行対策は地域社会の平穏にも資する いう考え方とも連動しており、省庁横断的な取組、地域における多機関連携、既存の制度や枠組みにとらわれない新たな施策の
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検討等が示されている。（二）多機関連携による事前予防的（プロアクティブ）な取組の充実強化「実際に（イングランドの）刑務所に送られてしまう子どもは、もっと前の段階から道を間違えてしまっているのであり、われわれとしては、犯罪を犯す段階
4444
まで待つのではなく
44444
、
4
もっと早い段階でなぜ介入できなかったか
4444444444
を考えるべきな
のです。 」というのは、平成二〇年一月に開催された警察政策フォーラム「多機関連携による犯罪予防～少年非行対策を中心として」 におけるロブ ・ アレン氏
（ （二〇）
による講演内容の一部である。多関連携による事前予防的な少年非行対策についての社会的な合意形成を得る上で、これ以上の決めゼリフはないのではなかろうか。先に触れた、内閣府 「少年非行事例等に関する調査研究報告書」においても、現行少年非行対策 課題等の一つ目としてプロアクティブな対応の重要性について貴重な指摘
（二一）
がなされている。
非行に陥った少年や非行に陥る可能性のある少年が抱える困難には、本人（家
庭を含む場合 多い ）だけでは解決が容易でな 複合的な要因があり、少年自身や少年を取り巻く環境、地域の特性等も影響を与えてい 実情にある。
できるだけ早期に支援を要する少年を発見することができ、早期に少年を立ち
直らせることが何よりも重要となる。早期発見という側面 は、総 相談窓口や関係機関・団体等が連携した街頭補導（深夜 いかい等の不良行為少年への声掛け）等における情報連携がうま 機能しているかが要点となる。また、早期対応という側面 関しては、 コーディネータ （音頭取り） によるアドホックなチームによる検討（課題等のアセスメントと少年一人一人の状況に応じた総合・包括的な支援を計画） 、不良交友 係の解消、当該交友関係に代わ 居場所づくり、（二〇）同氏は、 英国（イングランド及びウェールズ）の 司法委員会（ＹＪＢ 委員を
八年間務めた経験を持つ。当時のロンドン大学ロンドンキングスカレッジ収容政策研究国際センター所長。 「多機関連携による犯罪予防～少年非行対策を中心として」警察学論集第六一巻第五号
　
三～一七頁参照（平成二〇年）
（二一） （一一）五〇頁参照。
少年の特性に応じた社会参加活動、少年に必要と考えられる学習・就学・就労等の支援のほか、保護者の支援等に関する行動連携（切れ目のない継続支援）がうまく機能するかが要点となる。
支援ネットワークの地域資源に関し、最近の歓迎すべき動きとして、少年矯正
を考える有識者会議 提言を受ける形で成立した少年鑑別所法 平成二六年六月一一日公布）に「少年鑑別所 有する専門的知識及び技術を活用し、地域社会における非行及び犯罪の防止に寄与するため、少年、保護者その他の者からの相談に応じて、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うとともに 非行及び犯罪の防止に関す 機関又は団体 求め 応じ、技術的 言その他必要な援助を行うこと」が少年鑑別所の業務として新たに規定されたこ があげられる。実際に、法改正を待つまでもなく、那覇少年鑑別所首席専門官が沖縄県警察 少年補導職員ら（教育・青少年・福祉行政担当官のほか、家庭裁判所調査官はオブザーバー参加）との少年非行対策 検討会に参加し 有益な助 や相互理解を深める情報交換がなされている。先行的な取組をしている事例は既にあ ようだが、今後、サポートチーム等においても、アセスメント機能を担う貴重なメンバーとして、少年鑑別所の活躍に対する期待は大きい。
このほか、地域において多職種による事前予防的なアプローチを同様に試行錯
誤しながら推進している施策の一つに介護保険法に基づく地域包括支援センターや地域ケア会議などの取組があげ れる。少年非行対策の充実強化のために 課題解決型の類似した多機関連携システムから学ぶ姿勢や当該システムの制度・運用上の問題に関するウォッチや情報交換は、有益な場合も少なくな と考えられる。例えば、地域 支所（サブセンター）の担当エリア設定の考え方、市町村によるセンター直営方式とセンター委託方式の違いによる新たな課題の発見と解決事例等があげられる。
いずれにしても、多機関連携によって期待される関係機関の縦割り構造によっ
て生じる弊害の軽減を意識しつつ、各機関の権限と責任、機能などの相互理解が不足してい 部分を補い、目的意識の共有を図っ 上で、事前予防的な少年非行対策における多機関連携のハードルを少しでも低くするため 努力は今後も欠か
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せない。更生保護ネットワーク等による犯罪の加害者となってしまった少年に対する事後的な対策の重要性を十分認識した上で、再非行防止のための連携を深めることはもちろん、質 高い多機関連携による機能発揮と相俟って地域社会が一体となったきめ細やかで事前予防的な少年非行対策を更に進展させることこそが、この取組の根本的な充実強化策ではないかと考え 。未来を担う人材が、今抱えている困難（非行に陥りかねない種々の要因）を克服できるようにす ために。
